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資本性劣後ローンによる資金調達に関するお知らせ 
 

当社は、2022年３月 28日開催の取締役会におきまして、劣後特約付金銭消費貸借契約 （以下「資

本性劣後ローン」という）による資金調達を行うことを決議いたしましたので、下記の通りお知らせ

いたします。 

記 

 

１．資本性劣後ローンによる資金調達の背景と目的 

新型コロナウイルス感染症拡大の長期化により様々な経済活動への影響が生じ、当社グループに

とりましても依然として非常に厳しい事業環境が継続しております。外食やブライダル需要の回復

には相当の期間を要すると判断し、2021 年７月 16日に公表しました通り、第三者割当増資により約

46 億円を調達すると共に、取引先金融機関に対しては元金返済の猶予を要請することで、手元資金

を厚くして経営の安定化に努めて参りました。 
 
今後のアフターコロナの市場環境下における飛躍的な業績回復を実現する目的から、戦略的投資

としての店舗リニューアル、顧客管理システムの導入、人材育成環境整備、そして更なる運転資金の

充実および財務基盤の強化を行う上で、株式会社日本政策投資銀行から資本性劣後ローンによる資

金調達を実行することといたしました。なお、資本性劣後ローンによる負債については、金融機関の

資産査定上、一定の条件のもと自己資本と見做すことができ、各種財務の健全性を示す指標を高める

ことが可能になります。 
  

２．資本性劣後ローンの概要  

（1）借入先 株式会社日本政策投資銀行 

（2）借入額 30 億円 

（3）借入実行日 2022 年３月 31 日（予定） 

（4）返済期間 10 年（期日元本一括返済） 

（5）担保及び保証の内容 無担保・無保証 



 

３．今後の見通し  

本件による当社の 2022 年３月期連結業績に与える影響は軽微であります。  

以上 


